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調査対象地域位置図 

 
【フィリピン全図】 

 

 

【詳細位置図】 

詳細位置図
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調査中の写真 

カウンターパートへのインタビュー タガイタイ地震観測所 

  
過去の無償で導入された地震観測システム（左） 

震度表示システム（右） 
潮位計（手前）と観測システム（奥） 

ブコ火山観測所 タール火山全景 

 
タール火山観測地点 空振計 



 

iii 

 

 
GPS（手前）とソーラーパネル（奥） コレヒドール島の潮位観測システム 

 
ソリダム所長からの説明 JCC の様子 

 
ミニッツ署名 集合写真 
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略 語 表 

略語 英語名称 日本語名称 

C/P Counterpart カウンターパート 

DOST Department of Science and Technology 科学技術省 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

MM Man Month 人月（人数×時間（月）） 

M/M Minutes of Meetings 協議議事録 
OCD Office of Civil Deference 市民防衛局 

PDM Project Design Matrix プロジェクトデザインマトリッ

クス 

PHIVOLCS Philippines Institute of Volcanology and 
Seismology 

フィリピン地震火山研究所 

PO Plan of Operation プランオブオペレーション 

R/D Record of Discussion 討議議事録 
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評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：フィリピン国 案件名：地震火山監視能力強化と防災情報の利活用推

進プロジェクト 

分野：防災 援助形態：科学技術協力 

所轄部署：地球環境部 協力金額（評価時点）：約 3.7 億円 

協力期間 2010 年 2 月～2015 年 2 月 
（5 年） 

先方関係機関：フィリピン火山地震研究所 

日本側協力機関：独立行政法人防災科学技術研究所 

１-１ 協力の背景と概要 
フィリピン共和国（以下「フィ」国）は西太平洋のプレート沈み込み帯に位置し、我が国と同様に

世界で最も地震・火山の活動が活発であり、災害による被害も大きい。こうした災害の被害を軽減す

るためには、調査研究によって将来発生する可能性のある地震・火山噴火を事前に予測し、災害に対

する備えを十分に行なっていくこと、住民や行政等に地震や火山噴火の発生時にリアルタイムの監視

情報を提供して、避難警報の発令や住民避難等、緊急災害対応に役立てることが必要である。 

「フィ」国の地震・火山監視は、科学技術省所管のフィリピン火山地震研究所（Philippines Institute 
of Volcanology and Seismology: PHIVOLCS）が担っている。我が国は、これまで PHIVOLCS の地震・

火山監視能力強化を目的として、無償資金協力による地震・火山監視ネットワークの設置および同監

視ネットワークの運用指導を行なう技術協力プロジェクトを実施してきた。しかし、上記無償資金協

力計画の設計段階から 10 年以上が経過し、その間に我が国や各国の地震火山監視技術は大きく進歩

した。特に、他のアジア諸国と比べて、「フィ」国のみが、広帯域地震計によるテレメータ観測網を

有しておらず、地震発生時の緊急地震速報に正確性を欠く状態にある。また、火山観測についても、

現存のテレメータ観測網には短周期地震計しか設置されていないため、長期的な噴火予測や正確な予

警報・避難命令に必要な精度の高い噴火予測が困難な状況にある。一方で、これまでの観測体制の強

化と最新の観測技術を用いて火山噴火予測を行なうことにより信頼性の高い火山噴火予測体制の構

築が可能とみられている。 

以上の状況を受けて、「フィ」国政府は、我が国の地震火山観測技術、情報伝達技術のフィリピン

での適用に関する支援を地球規模課題対応国際科学技術協力案件として我が国に要請した。要請を受

けて JICA は 2009 年 9 月に詳細計画策定調査を実施し、協議結果を確認後、討議議事録の署名を 2009
年 12 月 8 日に行なった。 

１-２ 協力内容 
（１）上位目標 

地震と火山の災害に対応する災害管理政府組織と関連組織の能力が向上する。 

（２）プロジェクト目標 
PHIVOLCS の地震火山監視能力が向上し、精度の高い地震火山情報が防災関係機関に活用され

る。 

（３）成果 
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成果 1.  リアルタイムで地震情報を把握できるようになる。 
成果 2.  地震発生ポテンシャル評価の精度が向上する。 
成果 3.  リアルタイムで総合的に火山情報を把握できるようになる。 
成果 4.  ポータルサイトを通じて、より精度の高い防災情報が迅速に発信される。 

 
１-３ 投入（中間レビュー時点） 
日本側： 
1）専門家等の派遣 

2010 年 2 月～2012 年 9 月：プロジェクトリーダー、業務調整員、専門家が延べ 118 回派遣され

た。 

2）本邦研修 
2010 年 2 月～2012 年 9 月：延べ 58 名が本邦研修に参加した。 

3）機材供与 
長周期地震計、広帯域地震計、リアルタイム震度計、空振計、地磁気地電流計など 

4）その他活動のための費用 
会計年度 2009 年から 2012 年上期までの実績と 2012 年下旬の支出予測を合わせ、2 億 9059 万

3000 円が支出の見込みである。 

フィリピン側： 
1）カウンターパートの配置 62 名 
2）管理スタッフの配置 
3）プロジェクト実施運営費（5050 万ペソ） 
4）日本人専門家執務スペース 

2. 評価調査団の概要 

調査者 【日本側】 
（1）総括： 中曽根  士郎  JICA 地球環境部 防災第一課長 
（2）評価企画： 勝間田 幸太 JICA 地球環境部 防災第一課 
（3）評価分析： 下山 久光 アイ・シー・ネット株式会社 コンサルタント事業部

（4）科学技術評価： 本蔵 義守 JST プログラム・オフィサー 
（4）科学技術評価： 佐藤 雅之 JST 上席主任調査員 

調査期間 2012 年 11 月 4 日～16 日 評価種類：中間レビュー 

3. 評価結果の概要 
３-１ 実績の確認 
（１）成果の達成度 

【成果 1：リアルタイムで地震情報を把握できるようになる。】 
地震計など機材の設置に遅れが見られるものの、設置済みの機材とソフトウエアはすでに運用

されており、ソフト開発状況はほぼ計画どおりである。成果 1 を統括する専門家への聞き取りに

よれば、ソフトの開発と機材の設置はほぼ同時に終わる見込みである。したがって、PO を適切に

改定し、改訂版の計画に沿って活動が実施できれば、成果 1 は当初の計画どおり完了するとみら
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れる。 

【成果 2：地震発生ポテンシャル評価の精度が向上する。】 
全ての活動は概ね計画通り実施されている。ミンダナオ東部のフィリピン断層の地震メカニズ

ムは、初回のトレンチ調査である程度明らかになった。フィリピン断層の大規模地震の履歴を確

認するためにミンダナオ沿岸部の地形調査が実施され、一定の進展が確認できた。さらに、海底

地質地形調査によりルソン島ラガイ湾におけるフィリピン断層の位置、地形、断層運動が明らか

になったうえ、2012 年 2 月 6 日にネグロス島で発生したマグニチュード 6.7 の地震について、津

波の発生原因として海底地すべりが生じていたことが明らかになった。 

【成果 3：リアルタイムで総合的に火山情報を把握できるようになる。】 
全ての活動は概ね計画通り実施されている。PHIVOLCS の火山モニタリング能力は、タール火

山噴火の予兆観測研究、リアルタイム地震計観測、空振計観測、データ伝送システムにより大き

く改善された。これらのデータが随時転送できるシステムが確立されたことにより、噴火の可能

性が高まっていると予想されているタール火山のリアルタイム観測が可能になった。さらに、マ

ヨン火山には広帯域地震計と空振計が設置された。また、PHIVOLCS の地震観測能力は、タール

火山とマヨン火山に設置されたリアルタイム GPS 観測システムとデータ伝送システムにより改

善された。さらに、タール火山に 5 成分の地磁気地電流観測と全磁力観測を含むリアルタイム観

測システムが確立された。 

【成果 4：ポータルサイトを通じて、より精度の高い防災情報が迅速に発信される。】 
ポータルサイトの構築と活用の促進に遅れがみられる。地震・津波・火山監視の研究成果など

のポータルサイトのコンテンツは研究開発中であり、これらコンテンツの情報発信の準備が整う

までにポータルサイトの構築が完了すれば、成果 4 に関連する活動の遅れはプロジェクト全体の

進捗には影響しない見込みである。成果 4 を担当する専門家への聞き取りによれば、6 カ月以内

には遅れを解消できるとみられる。 

【プロジェクト目標：PHIVOLCS の地震火山監視能力が向上し、精度の高い地震火山情報が防災

関係機関に活用される。】 
プロジェクト目標は、PHIVOLCS の地震火山監視能力が向上し、精度の高い地震火山情報が災

害関係組織に活用されることである。このプロジェクト目標の指標は具体性に欠けるため、調査

団は指標に従ってプロジェクト目標の達成度を評価するのは困難と判断した。しかし、カウンタ

ーパートの本邦研修への参加や日々の業務を通じた能力強化により、PHIVOLCS の地震と火山の

モニタリング能力は向上していることが確認できた。また、災害関係組織には本プロジェクトの

成果により精度が向上した災害情報が定期報告として伝えられており、これらの組織はその情報

を日々の業務で活用していることは明白である。したがって、本プロジェクトはプロジェクト目

標に向かって確実に進んでいることを確認した。 

３-２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

妥当性は非常に高い。本プロジェクトとフィリピン開発政策、日本の対比援助政策との整合性

は高く、ターゲットグループのニーズにも合致している。フィリピン中期開発計画（2004-2010
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年）では、災害リスク管理と総合的な災害軽減策の重要性が述べられているおり、その後発表さ

れたフィリピン開発計画（2011-2016 年）でも、基本的な路線は同様である。本プロジェクトは、

フィリピン断層の研究を重要なテーマに掲げ、さらに地震・津波・火山噴火を含む総合災害対策

を構築することを目的の一つとしていることから、本プロジェクトはフィリピン政府の開発政策

と高い整合性が見られる。 

地震や火山のモニタリング情報のニーズは依然として高い。火山の影響地域にある地方自治体

や地震の頻発地域など一部の地域ではニーズが高まっており、PHIVOLCS は災害関連組織や民間

セクターから、これまで以上に正確かつ迅速な災害情報を求められている。 

2012 年度の日本の対フィリピン支援政策では、脆弱な社会インフラの改善が支援策の中核の一

つとして挙げられている。支援の優先分野の一つとしても、地震、津波、火山噴火などの自然災

害に対するコミュニティの耐性を強化する技術支援が述べられている。 

日本は地震・火山監視、地震発生ポテンシャルの分野では、他国と比較して優位な技術を有し

ているため、本プロジェクトとフィリピン支援策との整合性は非常に高いうえ、日本の優位な技

術が有効に活用されているといえる。 

（２）有効性 
本プロジェクトの有効性は高い。評価調査団は、本プロジェクトはプロジェクト目標に沿って

確実に進んでいることを確認した。本プロジェクトの進捗を大きく阻害している外部条件も見ら

れなかった。一方で、調査団はプロジェクト目標、一部の成果と指標が具体的でない点を指摘し

た。プロジェクト目標と成果の達成度も確認し、有効性を判定したため、プロジェクト目標と成

果の達成の詳細については、上記 3-1 を参照されたい。 

（３）効率性 
本プロジェクトの効率性は高い。調査団は、これまでに実施された日本側とフィリピン側の投

入が質、量、タイミングの面で適切であると確認した。プロジェクトで支援された機材は計画ど

おり活用されている一方で、活動の一部が遅れていることも確認した。 

日本側の投入として、本プロジェクトは延べ 118 回の短期専門家派遣を実施した。多くの専門

家はカウンターパートと事前に打合せを行い、可能な限り双方の予定をすり合わせていたため、

各派遣期間が有効に活用されていた。機材の多くは予定どおり設置されたが、地震計など一部の

機材の設置は、活動計画表より平均で約 6 カ月間遅延している。 

フィリピン側の投入として、PHIVOLCS はカウンターパート、事務所、事務所内の設備、カウ

ンターパート予算を計画通り投入した。 

（４）インパクト 
本プロジェクトのインパクトは高い。調査団は本プロジェクトの実施により、地震と火山のモ

ニタリング活動などプロジェクトで開発された新技術の一部が活用されている点、東日本大震災

後、日本在住のフィリピン人津波被災者へのインタビューを報道した点など、いくつかの社会経

済インパクトが発現したことを確認した。また、社会実装の観点から、本プロジェクトの研究成
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果は防災情報の精度向上と情報発信のため、社会に直接的に正の影響を与える見込みであること

も確認した。一方で、上位目標がプロジェクト完了後の適切な時期に達成されるか否かを中間レ

ビュー時点で推測するのは困難と判断した。PHIVOLCS は質の向上した災害情報を上記の組織に

配信しているが、PHIVOLCS、専門家、類似組織の間で、配信される情報のさらなる利活用の話

し合いは実施されていないためである。 

（５）持続性 
本プロジェクトの持続性は非常に高い。調査団は、プロジェクトの開始時よりフィリピンの科

学技術省が PHIVOLCS を支援する体制に変化がないこと、また今後の運営方針として戦略マップ

を作成し、そのマップにプロジェクトの活動も組み込まれていることを確認した。財政面では、

PHIVOLCSは今後も継続して適切な予算を科学技術省から取得できる見込みであり、技術面では、

移転された技術が持続的に活用される見込みである。 

2010 年 2 月に本プロジェクトが開始されて以来、PHIVOLCS を取り巻く政治情勢には変化がみ

られない。2012 年に作成した戦略マップには、本プロジェクトの対象である火山と津波のリアル

タイムモニタリングと警報システムなどが含まれており、これらの研究は PHIVOLCS 内で今後も

長期的に継続される見込みであることを確認した。財政について、PHIVOLCS は科学技術省から

継続的に予算を獲得できているだけでなく、2010 年から 2013 年までは予算配分の上昇傾向が見

られる。 

技術面では、本プロジェクトで中間レビューまでに実施された活動の多くは、機材の購入と設

置や制御システムの確立に関係するものが多い。専門家は日々の業務を通じて、カウンターパー

トに設置された機材の運用計画の準備、運用、維持管理を指導している。設置された機材のマニ

ュアルの多くは必要に応じて閲覧できるようになっている。カウンターパートが本プロジェクト

の完了時までにはすべての機材を維持管理する技術を習得すると見込まれ、これらの機材は適切

に維持されながら、継続して利用される見込みである。 

３-３ 結論 
評価調査団は、5 項目評価すべてが 5 段階中最上位の「非常に高い」と次点の「高い」のいずれか

と判断し、本プロジェクトはプロジェクト目標に向かって概ね順調に進んでいること、すべての成果

は完了時までに達成される見込みがあることを確認した。一方で、成果 1 と 4 に関係する一部の活動

は、同成果に津波モニタリングや東日本大震災で被災したフィリピン人へのインタビューなど新たな

活動が追加されたため、予定より若干の遅れが生じている。本中間レビューでは、マスタープランや

PDM、活動計画表がこれらの追加の活動とその進捗を反映するために改定された。 

３-４ 提言 
（１）定期報告（Bulletin）の構成 

本プロジェクトは災害情報の質を向上することを目的としており、PHIVOLCS が地震や火山の

活動を外部に発信するメディアの一つが定期報告である。定期報告に本プロジェクトの結果が反

映され、災害関係組織の効率的な災害リスク管理に貢献するよう定期報告の内容を改善していく

べきである。 
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（２）ポータルサイトの構成 
本プロジェクトでは、ポータルサイトを通じて災害被害軽減のために正確かつ迅速な情報が配

信されることを目的の一つとしている。しかし、ポータルサイトを活用するための具体的なイメ

ージは関係者間でも曖昧なままであり、同サイトは災害関係組織だけでなく一般の人々も対象に

していることから、本プロジェクトでは今後少なくともこれらの災害関係組織とはどのようにポ

ータルサイトを活用していくのかを議論し、検討すべきである。 

（３）PDM（Ver.1）再改定の必要性 
本中間レビュー中に調査団は、専門家とカウンターパートとの協議を行い、現行の PDM（Ver.0）

を PDM（Ver.1）に改定すべく提案した。技術協力であるとともに研究の側面も併せ持つ本プロジ

ェクトの特殊性に配慮し、調査団はカウンターパートと専門家に対して以下の指標の変更は言及

しなかった。しかし、関係者間で協議のうえ、終了時評価の実施前に以下の指標をさらに明確に

することを提案する。 

① プロジェクト目標の指標 
・ 防災関係機関による地震火山防災情報発信のためのポータルサイトの活用状況 
・ 地震火山防災情報発信のためのポータルサイトへの総アクセス数 

 
② 成果 2 の指標 
・ 2-1 地震発生の可能性が地震発生ポテンシャル評価手法意に則った適切なプロセスによって

評価される。 
・ 2-2 内陸及び海溝型地震活動履歴が明らかになる。 

 
３-５ 教訓 
（１）これまでの協力関係の有効活用 

本プロジェクトの一部の専門家や専門家が所属する組織は本プロジェクトが始まる前から、

PHIVOLCS との共同で研究を行っていた。また、過去の日本の無償資金協力事業で供与された機

材は本プロジェクトでも有効に活用されている。他の案件でも同様に、プロジェクト実施前から

協力関係がある程度構築されている場合には、これらの協力関係を有効に活用し、円滑で効果的

なプロジェクトの実施に役立てるべきである。 

（２）プロジェクトの柔軟性 
東日本大震災後にフィリピンと日本の両国で津波への関心が高まったことを受けて、本プロジ

ェクトは津波モニタリングなどの必要性を再認識し、震災で被災したフィリピン人へのインタビ

ュー、インタビューの漫画化など津波防災に関する新たな活動を追加した。また、本プロジェク

トでは潮位計を設置する計画である。これらの活動が柔軟に追加されたため、本プロジェクトは

フィリピンの総合的な災害マネジメントの強化にさらに貢献した。プロジェクトに柔軟性を持た

せることにより、現地の人々の関心に沿いながら、開発政策との整合性も上げることもできるの

で、当初の計画だけに縛られず可能な範囲で活動の見直しを行うことは重要である。 

以 上 
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第1章 中間レビュー調査の概要 

1-1 プロジェクトの背景 

フィリピン共和国（以下「フィ」国）は西太平洋のプレート沈み込み帯に位置し、我が国と同様に

世界で最も地震・火山の活動が活発な国の一つである。同国では 1976 年ミンダナオ島沖地震（M7.8 
死者約 6000 人）、1990 年ルソン島地震（M7.7 死者 2412 人）、1994 年ミンドロ島地震・津波（M7.1 死
者 81 人）などが発生し、過去に数多くの地震・津波災害を引き起こしている。また、内陸には 22
の活火山が存在し、1981 年のマヨン火山噴火では火砕流とその後の土石流で 107 人が、1991 年のピ

ナツボ火山噴火では土石流により約 200 人の犠牲者が出ている。こうした災害の被害を軽減するため

には、調査研究によって将来発生する可能性のある地震・火山噴火を事前に予測し、災害に対する備

えを十分に行なっていくこと、住民や行政等に地震や火山噴火の発生時にリアルタイムの監視情報を

提供して、避難警報の発令や住民避難等、緊急災害対応に役立てることが必要である。 

「フィ」国の地震・火山監視は、科学技術省所管のフィリピン火山地震研究所（Philippines Institute 
of Volcanology and Seismology: PHIVOLCS）が担っている。我が国は、これまで PHIVOLCS の地震・

火山監視能力強化を目的として、無償資金協力による地震・火山監視ネットワークの設置および同監

視ネットワークの運用指導を行なう技術協力プロジェクトを実施してきた。しかし、上記無償資金協

力計画の設計段階から 10 年以上が経過し、その間に我が国や各国の地震火山監視技術は大きく進歩

した。特に、2004 年のスマトラ沖地震・津波以降、アジア各国では、津波早期警報システム構築の

ために広帯域地震計の整備が急速に進んでいるが、「フィ」国のみが、広帯域地震計によるテレメー

タ観測網を有していないことから、大地震発生時には正確なマグニチュードと震源の特定、地震波の

到達予測ができず、地震発生時の緊急地震速報に正確性を欠く状態にある。火山観測についても、現

存のテレメータ観測網には短周期地震計しか設置されていないため、長期的な噴火予測や正確な予警

報・避難命令に必要な精度の高い噴火予測が困難な状況にある。他方、これまでの PHIVOLCS と我

が国の大学との研究では、火山における電磁気観測が噴火予測に有効なことが証明されており、これ

までの観測体制の強化と最新の観測技術を用いて火山噴火予測を行なうことにより信頼性の高い火

山噴火予測体制の構築が可能となっている。 

また、地震・火山観測から得られた情報を被害軽減に役立てるには、情報の迅速さ、正確さととも

に、国・地方自治体・企業・住民が、情報の意味を理解した上で、最新観測情報に基づく防災関連情

報にアクセスし、適切な緊急対応や事前の備えなどの具体的な行動に反映できる仕組みが必要である。 

以上の状況を受けて、「フィ」国政府は、我が国の地震火山観測技術、情報伝達技術のフィリピン

での適用に関する支援を地球規模課題対応国際科学技術協力案件として我が国に要請した。 

要請を受けて JICA はプロジェクト実施体制、協力計画等「フィ」国実施機関と協議することを目

的とした詳細計画策定調査を 2009 年 9 月 2 日～17 日に実施し、協議議事録（M/M）上で協議結果を

確認、その後討議議事録の署名を 2009 年 12 月 8 日に行なった。 
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1-2 中間レビューの目的 

今回実施の中間レビュー調査では、以下の内容を調査し、同結果を中間レビュー報告書として取り

まとめたうえで、合同調整委員会において右内容をフィリピン側と合意することを目的とする。 

（１） R/D, PDM 等に基づき、活動実績、成果、計画達成度等のプロジェクト進捗状況を確認し、課

題と問題点の整理を行う。 

（２） JICA 事業評価ガイドラインに基づき 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）

の観点からプロジェクトが順調に成果発現に向けて実施されているか評価する。 

（３） プロジェクト目標と成果の指標に関して共通認識を得る。 

（４） 調査結果に基づき、必要に応じてマスタープラン、PDM、PO を改訂する。 

（５） プロジェクト残り期間に対する提言を行う。 

1-3 団員構成 

担当業務 
氏名 
期間 

所属・役職 

団長 
中曽根 士郎 

11 月 11 日 – 16 日 

独立行政法人 国際協力機構（JICA） 
地球環境部 水資源・防災グループ 

防災第一課 課長 

評価企画 
勝間田 幸太 

11 月 4 日 – 16 日 

独立行政法人 国際協力機構（JICA） 
地球環境部 水資源・防災グループ 

防災第一課 

評価分析 
下山 久光 

11 月 4 日 – 16 日 
アイ・シー・ネット株式会社 

コンサルタント 

科学技術評価 
本藏 義守 

11 月 11 日 – 16 日 

独立行政法人 科学技術振興機構（JST） 
地球規模課題国際協力室 
プログラム・オフィサー 

科学技術評価 
佐藤 雅之 

11 月 4 日 – 16 日 

独立行政法人 科学技術振興機構（JST） 
地球規模課題国際協力室 

上席主任調査員 

 

1-4 調査スケジュール 

調査スケジュールは別添１の通り。 

1-5 評価手法 

中間レビュー調査で得られた結果を合同調整委員会（JCC）にて関係者間で共有し、評価結果を中

間レビュー報告書にまとめ、「フィ」国側代表との間で M/M にて合意・署名する。具体的には以下
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の点について調査を行い、評価を行う。 

なお、本中間レビューでは DOST より合同評価者が選出されることになっていたが、先方の都合

により合同評価者は調査に同行しなかった。 

（１） プロジェクトの実績（プロジェクト目標、アウトプットの達成度、投入実績等）や実施プロ

セス等のプロジェクト情報を整理し、実施状況の把握・分析を行う。 

項目 視点 

実績の検証 ・投入は計画どおり実施されたか 
・アウトプットは計画どおり達成されたか 
・プロジェクト目標は達成されるか 
・上位目標達成の見込みはあるか 

実施のプロセス

の検証 
・活動は計画どおりに実施されたか 
・技術移転の方法に問題はなかったか 
・プロジェクトのマネジメント体制 
（モニタリング、プロジェクト内コミュニケーションなど） 
・実施機関や C/P のプロジェクトに対する認識は高いか 
・適切な C/P が配置されたか 
・実施過程で生じている問題や、効果発現に影響を与えた要因は何か 

 
（２） 評価調査に必要な評価設問を検討し、評価 5 項目ごとに具体的な評価設問を設定し、評価デ

ザインとして「評価グリッド」を使用し評価を行う。 

項目 視点 

妥当性 プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、評価を

実施する時点において妥当か、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日

本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か等）

を問う。 

有効性 投入・アウトプットの実績、活動と照合の上、プロジェクト目標の達成見込み

を問う。また、プロジェクト目標達成を阻害する要因はあるか問う。 

効率性 プロジェクトのコストと効果の関係に着目し、投入要素等が有効に活用されて

いるか（あるいはされるか）を問う。 

インパクト プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果を

みる。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

持続性 協力が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは

持続の見込みがあるか）を問う。 
 
（３） 社会実装の見通しの確認・提言を行う。 

科学技術協力は、我が国と相手国の研究機関による国際共同研究により、相手国の直面する課

題解決へ取り組む能力を強化するものであり、研究成果を具現化すること（「社会実装」）が求め

られている。中間時点であり具体的な成果が出ていないことも想定されるため、今回は今後の見

通し、取組み、及び課題（予算措置、法改正）等を中心に調査、評価を行う。 
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 「フィ」国における地震・津波・火山災害の対策の現状・課題に対して、本件の研究内容

が有効な解決手段となることを再確認（ニーズへの合致、費用対効果等の妥当性）し、社

会実装により得られる定性・定量的成果の見込みを確認する。 
 本研究成果を具現化する際の「フィ」国側での必要事項・関係機関等について調査、確認

するとともに、同結果に基づき、プロジェクトに対し今後の対応につき提言する。なお、

具体的確認事項は以下の通り。 
＊フィ側関係機関（省庁、自治体、コミュニティ等）の確認と連携方法 
＊法制度（成果を実践するために必要な関連法、乃至法改正の必要性等） 
＊成果の実践に必要な予算概算額、及び資金源の見込み（政府予算、ドナー等） 
＊その他、想定される課題、問題点等 

評価 5 項目に「社会実装」の視点を組み込むことにより、プロジェクト関係者の間で、SATREPS
の目的が「研究」を通じた社会還元であることを改めて認識し、その共有化を図る。 

（４） 質問票（別紙２）に対する回答、現地調査（プロジェクトサイト視察、関係者へのインタビ

ュー等）を行い、評価グリッド（別紙３）に基づき、各分野の評価・分析とともにプロジェ

クトの総合的な評価を行い、合同評価報告書案を作成する。 
（５） JCC の場において、合同評価結果を報告し合意事項を M/M に取りまとめ署名する。 
（６） 帰国後、帰国報告会を開催し、中間レビュー報告書（和文）を作成する。 
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第2章 プロジェクトのアウトライン 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では大規模な津波被害が生じ、日本のみならずフィリピ

ンにおいても津波被害を軽減する対策の重要性と必要性が再認識された。その結果、同年 11 月 17
日に実施された合同調整委員会（JCC）において、津波被害軽減のための追加活動が提案され承認さ

れた。 

本中間レビューでは、上記追加活動に対する指標の設定や、既存指標の具体化について調査団と専

門家、カウンターパートで検討し、マスタープランやプロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）、

活動計画表（PO）の改定を提案し、本中間レビューの JCC にて承認された。（別添資料 2 - Annex 2, 
Annex 5, Annex 6） 

2-1 プロジェクト目標 

プロジェクト目標は、津波に関する活動が加わったことを受けて、以下のとおり改定された（下線

部が今回の変更点）。 

改定前：PHIVOLCS の地震火山監視能力が向上し、精度の高い地震火山情報が防災関係機関に活用

される。 
改定後：PHIVOLCS の地震津波火山監視能力が向上し、精度の高い地震津波火山情報が防災関係機

関に活用される。 

2-2 成果 

（1） 成果 1 は、津波に関する活動が加わったことを受けて、以下のとおり改定された。 
 

改定前： リアルタイムで地震情報を把握できるようになる。 
改定後： リアルタイムで地震津波情報を把握できるようになる。 

 
（2） 成果 4 は、本プロジェクトで対象とする情報発信手段が複数あることを強調するため、以下の

とおり改定された。 
 

改定前： ポータルサイトを通じて、より精度の高い防災情報が迅速に発信される。 
改定後： 有効な情報発信手段の一つとして、ポータルサイトを通じて、より精度の高い防災

情報が迅速に発信される。 

2-3 指標 

（1） プロジェクト目標の指標は、以下のとおり改定された。 
 

改定前： PHIVOLCS が Office of Civil Defense（OCD）に通報する地震火山情報（地震の震源

情報、発生時間、マグニチュード特定の手順、伝達方法など）が正確に記載される。 
改定後： 情報の質（正確性や速報性など）が向上し、定期報告とポータルサイトに反映され

る。 
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（2） 成果 1 と 4 の指標に、津波に関する活動が追加されたことを受け、以下のとおり指標が追加さ

れた。 
 

1-3. 津波の高さと到着時間が地震情報により推定され、推定値は潮位計の実測値をもとに

改定される。 
4-6. 東日本大震災の津波により日本で被災したフィリピン人へのインタビューと学びを記

載したテキストが出版され、記録が保管される。 

2-4 活動 

成果 1 と 4 に対応して、津波に関する追加の活動が追加された。（内容は 2011 年 11 月 17 日の JCC
にて承認された活動） 

1-3-1. 津波警報システムが拡大する。 
1-3-2. リアルタイム潮位モニタリングシステムが拡大する。 
4-1-5. 津波への関心とコミュニティの防災準備の調査を実施する。 
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第3章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

3-1 投入の実績 

調査団は、マスタープランに沿ってプロジェクトの投入が実施されていることを確認した。 

3-1-1 日本側の投入 

本中間レビュー時点での日本側の投入実績は以下のとおり。 

（1） 専門家の派遣実績 
2010 年 2 月から 2012 年 9 月までの間に、プロジェクトリーダー、業務調整員、専門家は延べ

118 回派遣された。詳細は別添資料 2 - Annex7 のとおり。 

（2） カウンターパートの来日実績 
2012 年の 9 月までに、プロジェクトの進捗報告と意見交換のためカウンターパートの派遣が延

べ 58 回実施された。詳細は別添資料 2 - Annex 7 のとおり。 

（3） 機材購入実績 
購入された機材の詳細については、別添資料 2 - Annex 7 を参照のこと。 

（4） 運営費用 
会計年度 2009 年から 2012 年上期までの実績と 2012 年下旬の支出予測を合わせ、2 億 9059 万

3000 円が支出される見込みである。 

3-1-2 フィリピン側の投入 

本中間レビュー時点でのフィリピン側の投入実績は以下のとおり。 

（1） カウンターパート 
合計で 62 人のカウンターパートが配置された。詳細は別添資料 2 - Annex 8 を参照のこと。 

（2） 施設 
プロジェクトで購入した機材について、設置に必要な事務所、実験室、土地は計画どおり供与

された。 

（3） 予算配置 
会計年度 2011 年～2012 年上期の実績と、2012 年下期の支出予測を合わせ 5050 万ペソが支出さ

れる見込みである。 

3-2 プロジェクトの進捗と達成の度合い 

3-2-1 成果 

調査団は、成果の進捗と達成の度合いを以下のとおり確認した。 
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（1） 成果 1 
リアルタイムで地震情報を把握できるようになる。  
 
① 活動 1-1-1 と 1-1-2 
1-1-1：広帯域地震計と強震計を設置し、観測網を構築する。 
1-1-2：高度震源解析システムを導入し、運用する。 

 
これらの活動は概ね計画通り実施されている。10 個の強震計が PHIVOLCS の地方観測所に

設置され、高度震源解析システムである SWIFT（Source estimates based on Waveform Inversion 
using Fourier Transformed seismograms）が、地震発生メカニズムを分析するために運用されてい

る。2012 年 8 月にビサヤ地域のサマール島沖でマグニチュード 7.6 の地震が発生した際には、

津波警報の発信に SWIFT が活用された。 

② 活動 1-2-1 と 1-2-2 
1-2-1：リアルタイム地震計をマニラ近郊に設置し、パイロット観測を行う。 
1-2-2：上記の結果に基づき、全国規模のパイロット観測を実施する。 

 
東日本大震災の発生を受けてフィリピン社会の津波モニタリングへの関心が高まったため、

潮位計の設置と津波災害シミュレーションシステムの導入を新たな活動 1-3-1 と 1-3-2 として

2011 年 11 月に追加した。専門家への聞き取りによれば、これらの活動の優先度が他の活動と

比較して高かったため、活動 1-2-1 の地震計の設置に遅れが生じた。10 個の地震計はすでに

PHIVOLCS の地方の観測所に設置され、今後はメトロマニラ圏とそのほかの主要都市に合計で

100 個の地震計が設置される予定である。 

③ 活動 1-3-1 と 1-3-2 
1-3-1：津波警報システムを拡大する。 
1-3-2：リアルタイム潮位モニタリングシステムを拡大する。 

 
日本で実施された潮位計の試験運用において機材の不具合が発覚し、設置が遅れていたが、

本中間レビューまでにその不具合は解消された。潮位計の設置は計画より 6 カ月ほど遅れてい

るものの、5 機のうち 1 機はマニラ近郊のコレヒドール島に設置が完了し、パイロット観測は

2012 年 11 月より開始された。 

（2） 成果 2 
地震発生ポテンシャル評価の精度が向上する。 

 
① 活動 2-1-1 と 2-1-2 
2-1-1：GPS1繰り返し観測を実施する。 
2-1-2：GPS 連続観測を実施する。 

 
これらの活動は概ね計画通り実施されている。GPS 繰り返し観測は東ミンダナオで 3 回、GPS

連続観測は 2 回実施された。 
                                                        
1 全地球測位システム 
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② 活動 2-2-1 と 2-2-2 
2-2-1：内陸地震を対象とした地形・地質調査を行う。 
2-2-2：海溝型地震を対象とした地形・地質調査を行う。 

 
これらの活動は概ね計画通り実施されている。ミンダナオ東部のフィリピン断層の地震メカ

ニズムは、初回のトレンチ調査である程度明らかになった。フィリピン断層の大規模地震の履

歴を確認するためにミンダナオ沿岸部の地形調査が実施され、一定の進展が確認できた。さら

に、海底地質地形調査によりルソン島ラガイ湾におけるフィリピン断層の位置、地形、断層運

動が明らかになったうえ、2012 年 2 月 6 日にネグロス島で発生したマグニチュード 6.7 の地震

について、津波の発生原因として海底地すべりが生じていたことが明らかになった。 

（3） 成果 3 
リアルタイムで総合的に火山情報を把握できるようになる。 

 
① 活動 3-1-1 と 3-1-2 
3-1-1：広帯域地震計と空振計をタール火山とマヨン火山に設置する。 
3-1-2：地震・空振データのリアルタイム伝送・解析システムを導入し、運用する。 

 
これらの活動は概ね計画通り実施されている。PHIVOLC の火山モニタリング能力は、ター

ル火山噴火の予兆観測研究、リアルタイム地震計観測、空振計観測、データ伝送システムによ

り大きく改善された。これらのデータが随時転送できるシステムが確立されたことにより、噴

火の可能性が高まっていると予想されているタール火山のリアルタイム観測が可能になった。

さらに、マヨン火山には広帯域地震計と空振計が設置された。 

② 活動 3-2-1 と 3-2-2 
3-2-1：GPS をタール火山とマヨン火山に設置する。 
3-2-2：GPS データのリアルタイム伝送・解析システムを導入し運用する。 

 
これらの活動は概ね計画通り実施されている。PHIVOLCS の地震観測能力は、タール火山と

マヨン火山に設置されたリアルタイム GPS 観測システムとデータ伝送システムにより改善さ

れた。 

③ 活動 3-3-1 と 3-3-2 
3-3-1：地磁気地電流計と電磁力計をタール火山に設置する。 
3-3-2：地磁気地電流計と全磁力データのリアルタイム伝送・解析システムを導入し運用する。 

 
これらの活動は概ね計画通りに実施されている。タール火山に 5 成分の地磁気地電流観測と

全磁力観測を含むリアルタイム観測システムが確立された。 

（4） 成果 4 
ポータルサイトを通じて、より精度の高い防災情報が迅速に発信される。 

 
① 活動 4-1-1 から 4-1-4 
4-1-1：地震火山防災情報ポータルサイトを構築する。 
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4-1-2：成果 1 と 2 のための活動から得られた結果を活用するために、REDAS（Rapid Earthquake 
Damage Assessment System）の改良を行う。 

4-1-3：住宅簡易耐震診断ツールを作成する。 
4-1-4：プロジェクトで得られた地震火山情報をポータルサイトで発信する。 

 
ポータルサイト活用に関する活動には遅延が見られる。ポータルサイトは現在開発中であり、

一部のコンテンツに関してはカウンターパートと専門家のみアクセス可能な状態になっている。

情報のユーザーとして想定される災害対応関係組織や一般には公開されていない。地震・津波・

火山のモニタリング情報に加えて、ノンエンジニアド住宅の簡易耐震診断ツールもポータルサ

イトのコンテンツとして開発中である。 

4-1-5：コミュニティの津波防災に関する啓蒙活動を行い、対策の研究を実施する。 
 

この活動は概ね計画通りに実施されている。東日本大震災後、日本で被災した在日フィリピ

ン人へのインタビューが実施された。その結果は現在編集中であるが、一部は完成し公開され

た。子どもを対象にした津波教育を目的として、被災者の経験を描いた漫画の試作も行なって

いる。これらの結果は今後の PHIVOLCS の災害対策計画を構築するために非常に有益な情報源

となると考えられる。 

4-2：ポータルサイトの利活用に関するセミナー・研修を実施する。 
 

この活動には遅れが生じており、現段階では未実施である。 

3-2-2 実施プロセスの検証 

（1） プロジェクト完了後の計画 
本プロジェクトで改善すべき点として、研究成果の配信方法について関係者間でイメージを共

有する必要があることが挙げられる。本中間レビューの専門家への聞き取りによれば、どの情報

をどのように配信するかについて関係者間で明確なイメージが共有されておらず、地震、津波、

火山の情報を効果的に発信するためのポータルサイトの活用方法について、今後専門家、カウン

ターパートおよび関係機関とともにより具体的な議論を行う必要性が示唆された。 

さらに、ポータルサイトに加えて PHIVOLCS では地震や火山活動を Bulletin として関係機関へ

定期報告を行っている。成果 4 では Bulletin の質が改善するための活動は含まれていないが、プ

ロジェクト目標の指標では Bulletin の質が向上するとある。プロジェクトの研究成果は、これら

の情報発信手段の質に貢献するので、今後改定される PDM では整合性を取るべきである。 

（2） 活動の追加 
東日本大震災の津波により多くの命が失われ、日本だけでなくフィリピンでも津波モニタリン

グと警報システムの設置の重要性が高まったことを受け、本プロジェクトでは津波防災に関する

活動を追加することとなった。フィリピン開発計画（2011-2016 年）は、火山噴火、地震、津波

など自然災害からコミュニティを守るために、総合的な災害軽減アプローチを提唱している。津

波関連の活動の追加により、プロジェクトは同開発計画により沿った形になりつつある。
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PHIVOLCS のミッションステートメント2も総合的な災害管理を提唱している。 

3-2-3 促進要因と阻害要因 

（1） 促進要因 
 1） 政策支援 

プロジェクトの活動はフィリピンの政策と合致している。政策に沿った活動を行うことで、科

学技術省を通じて優先的な予算配分や新しい研究の許可が得られている。 

 2） プロジェクト計画の柔軟性 
東日本大震災後、津波への関心が高まったことを受けプロジェクトでは津波防災に関する活動

を追加しており、社会のニーズに応じて新しい活動を柔軟に取り入れている。このような柔軟性

は、本プロジェクトの強みの一つである。 

（2） 阻害要因 
 1） 関係者間の共通理解の不足 

一部の活動や成果品のイメージについて、関係者間で明瞭なコンセンサスが得られていない。

例えば、ポータルサイトの内容や構成について、関係者間で明確なイメージが共有されておらず、

情報の内容、対象、発信方法などについて今後も継続して検討が必要である。 

 

                                                        
2 The Mission Statement of PHIVOLCS: To ensure safe communities through establishment of effective monitoring network, 
development and application of technologies for accurate prediction of volcanic eruptions, earthquake, tsunami occurrences, and 
other related hazards; mapping and delineation of areas prone to volcanic eruptions and earthquake; and enhanced capacity for 
comprehensive disaster preparedness and risk mitigation. 
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第4章 5 項目評価 

4-1 妥当性 

妥当性は非常に高い。本プロジェクトとフィリピン開発政策、日本の対比援助政策との整合性は高

く、ターゲットグループのニーズにも合致している。 

（1） 国家開発政策との整合性 
フィリピン中期開発計画（2004-2010 年）では、災害リスク管理と総合的な災害軽減策の重要

性が述べられている。同計画の対象期間終了後、フィリピン政府は後継のフィリピン開発計画

（2011-2016 年）を新たに発表した。同開発計画では、フィリピン断層が近隣地域で最も活発な

断層であることについて言及されている。国家災害リスク軽減管理評議会（The National Disaster 
Risk Reduction Management Framework: NRDDMF）も、総合的な災害軽減策を用いている。 

本プロジェクトは、フィリピン断層の研究を重要なテーマに掲げ、さらに地震・津波・火山噴

火を含む総合災害対策を構築することを目的の一つとしている。したがって、本プロジェクトは

フィリピン政府の開発政策と高い整合性が見られる。 

（2） ターゲットグループのニーズとの整合性 
PHIVOLCS 所長と専門家への聞き取りによれば、地震や火山のモニタリング情報のニーズは依

然として高い。火山の影響地域にある地方自治体や地震の頻発地域など一部の地域ではニーズが

高まっており、PHIVOLCS は災害関連組織や民間セクターから、これまで以上に正確かつ迅速な

災害情報を求められている。また東日本大震災の津波により多くの人命が失われたことで、フィ

リピン政府と PHIVOLCS は津波の高度モニタリング設備と警報システムの重要性を再認識した。

その結果、2011 年 11 月の JCC にて津波防災に関する活動が追加され、本レビュー中に実施され

た 2012 年 11 月の JCC において、マスタープラン、PDM、PO に反映された。したがって、本プ

ロジェクトとターゲットグループのニーズの整合性は非常に高い。 

（3） 日本の政策への整合性と日本の技術の優位性 
2012 年度の日本の対フィリピン支援政策では、脆弱な社会インフラの改善が支援策の中核の一

つとして挙げられている。支援の優先分野の一つとしても、地震、津波、火山噴火などの自然災

害に対するコミュニティの耐性を強化する技術支援が述べられている。 

日本は地震・火山監視、地震発生ポテンシャルの分野では、他国と比較して優位な技術を有し

ている。例えば、タール火山で実施されている火山 GPS と地震計、空振計、電磁気観測計を組み

合わせたリアルタイム総合火山観測は、世界でも最先端の監視システムといえる。したがって、

本プロジェクトとフィリピン支援策との整合性は非常に高いうえ、日本の優位な技術が有効に活

用されているといえる。 

4-2 有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。評価調査団は、本プロジェクトはプロジェクト目標に沿って確実

に進んでいることを確認した。本プロジェクトの進捗を大きく阻害している外部条件も見られなかっ
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た。一方で、調査団はプロジェクト目標、一部の成果と指標が具体的でない点を指摘した。 

以下に述べる要因に加えて、プロジェクト目標と成果の達成度も確認し、有効性を判定した。プロ

ジェクト目標と成果の達成の詳細については、第 3 章の 3-2 を参照されたい。 

（1） 活動の進捗の要約 
成果 1 と 4 の活動が平均で約 6 カ月遅れていたことに対し、成果 2 と 3 はほぼ計画どおり進ん

でいる。東日本大震災後、本プロジェクトは津波のモニタリングと警報システムを構築するため

の新たな活動を成果 1 に追加し、また、東日本大震災で被災した日本在住のフィリピン人にイン

タビューを行い、フィリピンにおいて津波に対する啓発活動を行う活動を成果 4 に加えた。新た

に追加されたこれらの活動は、既存の活動と比較して優先順位が高く、例えば日本で被災したフ

ィリピン人へのインタビューは、地震発生後すぐにフィリピン社会の関心が高まり、迅速な実施

が求められた。津波モニタリングシステムの構築についても、防災の観点から迅速な実施が求め

られたため、これらの活動を優先した結果、相対的に成果 1 と 4 の活動に若干の遅れが生じた。 

（2） 成果とプロジェクト目標の達成の見込み 
成果 1 と 4 の活動の一部に若干の遅れがみられるものの、成果 2 と 3 は概ね計画どおり実施さ

れている。これらの遅延はスケジュールを適切に修正すればプロジェクトの完了までには回復可

能と見込まれる。その理由は以下のとおり。 

① 成果 1 
地震計など機材の設置に遅れが見られるものの、設置済みの機材とソフトウエアはすでに運

用されており、ソフト開発状況はほぼ計画どおりである。成果 1 を統括する専門家への聞き取

りによれば、ソフトの開発と機材の設置はほぼ同時に終わる見込みである。したがって、PO を

適切に改定し、改訂版の計画に沿って活動が実施できれば、成果 1 は当初の計画どおり完了す

るとみられる。 

② 成果 4 
ポータルサイトの構築と活用の促進に遅れがみられる。地震・津波・火山監視の研究成果な

どのポータルサイトのコンテンツは研究開発中であり、これらコンテンツの情報発信の準備が

整うまでにポータルサイトの構築が完了すれば、成果 4 に関連する活動の遅れはプロジェクト

全体の進捗には影響しない見込みである。成果 4 を担当する専門家への聞き取りによれば、6
カ月以内には遅れを解消できるとみられる。 

③ プロジェクト目標 
プロジェクト目標は、PHIVOLCS の地震火山監視能力が向上し、精度の高い地震火山情報が

災害関係組織に活用されることである。このプロジェクト目標の指標は具体性に欠けるため、

調査団は指標に従ってプロジェクト目標の達成度を評価するのは困難と判断した。しかし、カ

ウンターパートの本邦研修への参加や日々の業務を通じた能力強化により、PHIVOLCS の地震

と火山のモニタリング能力は向上していることが確認できた。また、災害関係組織には本プロ

ジェクトの成果により精度が向上した災害情報が定期報告として伝えられており、これらの組

織はその情報を日々の業務で活用していることは明白である。したがって、本プロジェクトは

プロジェクト目標に向かって確実に進んでいることを確認した。 
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④ プロジェクト目標と成果の論理的整合性 
本プロジェクトは以下の主要コンポーネントにより構成されている。 

・ 質の高い地震と津波のモニタリング 
・ 地震発生ポテンシャル 
・ 総合的なリアルタイム火山モニタリング 
・ 災害被害情報の発信と利活用の促進 

 
成果 1、2、3 は地震・津波・火山の監視による質の高い情報を得るための活動であり、これ

らの活動の研究結果は成果 4 で構築するポータルサイトにより発信される。しかし、成果 4 は

耐震構造設計の研究、東日本大震災で被災したフィリピン人への聞き取りなども活動に含まれ

ており、論理構成が複雑になっている。 

⑤ プロジェクト目標と成果の達成を阻害する可能性のある外部要因 
PDM（Ver. 0）の外部条件は以下のとおり。 

プロジェクトの要約 外部条件 

上位目標 PHIVOLCS、防災管理政府組織、関連組織に必要な予算と人材

が適切に配置される。 

プロジェクト目標 大規模な自然災害が発生して、プロジェクト活動が妨げられな

い。 

設置した機材が人災・自然災害によって影響を受けない。 

PHIVOLCS に対して予算・人員が適切に配分される。 

成果 （プロジェクト目標の外部条件と同じ） 
 

調査団は、これらの外部条件はプロジェクトの開始時から変更はなく、プロジェクトの進捗

に深刻な影響を与えていないことを確認した。台風や雷などの自然災害により設置した機材が

故障するなど軽微な事故は生じているが、PHIVOLCS は地方事務所または本部の技術者や職員

を派遣して、これらの故障に対応している。 

4-3 効率性 

本プロジェクトの効率性は高い。調査団は、これまでに実施された日本側とフィリピン側の投入が

質、量、タイミングの面で適切であると確認した。プロジェクトで支援された機材は計画どおり活用

されている一方で、活動の一部が遅れていることも確認した。 

（1） 日本側の投入 
本プロジェクトは延べ 118 回の短期専門家派遣を実施した。多くの専門家はカウンターパート

と事前に打合せを行い、可能な限り双方の予定をすり合わせていたため、各派遣期間が有効に活

用されていた。 

機材の多くは予定どおり設置されたが、地震計など一部の機材の設置は、PO より平均で約 6
カ月間遅延している。前述のとおり成果 1 と 4 に津波防災に関する活動が追加され、これらの活

動が機材の設置よりも優先された結果、一部の機材設置の活動に遅れが生じた。一方で、



 

4-4 

PHIVOLCS は機材の設置場所として、地方事務所、地域の観測所などを提供したため、設置場所

を探す手間と時間を省くことができた。 

2010 年 9 月から 2012 年 8 月までに、述べ 58 人のカウンターパートが本邦研修に参加した。実

施された研修の主な内容は、一般 GPS 分析、火山モニタリング手法、震度分析、耐震構造、地震

発生ポテンシャルのための GPS の使い方、振動台実験などである。これらの活動は参加したカウ

ンターパートの日々の活動の質的向上に貢献した。 

（2） フィリピン側の投入 
本プロジェクトは 2010 年 2 月より開始され、PHIVOLCS はカウンターパート、事務所、事務

所内の設備、カウンターパート予算を投入した。専門家とカウンターパートへの聞き取りによれ

ば、カウンターパート予算の支出に遅延は見られず、カウンターパートの数も十分に配置されて

いる。 

4-4 インパクト 

本プロジェクトのインパクトは高い。調査団は本プロジェクトの実施により、いくつかの社会経済

インパクトが発現したことを確認した。また、社会実装の観点から、本プロジェクトの研究成果は防

災情報の精度向上と情報発信のため、社会に直接的に正の影響を与える見込みであることも確認した。

一方で、上位目標がプロジェクト完了後の適切な時期に達成されるか否かを中間レビュー時点で推測

するのは困難と判断した。 

（1） 上位目標の達成見込み 
本プロジェクトの成果により上位目標（地震と火山の災害に対応する災害管理政府組織と関連

組織の能力が向上する）が発現するかどうかを、中間レビュー時点で見込むのは困難と判断した。

PHIVOLCS は質の向上した災害情報を上記の組織に配信しているが、PHIVOLCS、専門家、類似

組織の間で、配信される情報のさらなる利活用の話し合いは実施されていない。 

（2） 経済インパクト 
本プロジェクトは、質の向上した災害情報がポータルサイトを通じて発信される構造になって

いるが、中間レビュー時点ではプロジェクト関係者にのみ公開されており、外部からはアクセス

できない状態であった。したがって、PDM で想定されたインパクトの多くは発現していない。一

方で、地震と火山のモニタリング活動などプロジェクトで開発された新技術の一部が活用されて

いる情報は、地震と火山活動の定期報告など PHIVOLCS が発信する情報に反映されている。一例

として、プロジェクトが開始された 2010 年と比較すると、PHIVOLCS はタール火山とマヨン火

山のより正確な噴火危険レベルを示せるようになった。この正確な情報により、タール火山が

2011 年に一時的に活発な活動を示した際、火山周辺の地方自治体に対して PHIVOLCS は必要以

上に高い警戒レベルを示さずに、火山活動の程度を見極めることができた。その結果、これらの

地方自治体は不必要な避難指示をせずに無駄な予算の支出を避けることができた。 

（3） 社会インパクト 
東日本大震災後、フィリピンにおいても津波防災への関心が高まったことを受け、本プロジェ

クトでは 53 人の日本在住のフィリピン人津波被災者へのインタビューを記録する活動を追加し
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た。インタビューの一部はフィリピン国内ですでに公開されている。このインタビューのうち 4
つの話は、子ども向けの教育教材として、漫画で発行される予定である。 

成果 4 に関連して、フィリピンでは一般的な工法の一つである、中空ブロックを用いた住宅の

脆弱性を確認するためのテストが実施された。日本の実験施設において技術者が設計した中空ブ

ロックハウスモデルと、技術者が設計に関与しないノンエンジニアドモデルを作成し、大型地震

への耐性度を測るための実験を行った。実験の結果、ノンエンジニアドモデルの脆弱性が確認で

きた。実験全体を記録したビデオの完全版は編集中であるが、実験のハイライト部分を編集した

簡易版はすでに作成されており、この簡易版はフィリピン国内のニュースなどで数回放映されて

いる。その結果、プロジェクトは視聴者から多くのフィードバックを得ることができ、ノンエン

ジニアド中空ブロック住宅の脆弱性に対する認識が高まった。市民防衛局は類似の実験を実施す

るため、必要な予算をフィリピン大学に提供することを決めた。 

（4） 社会実装 
本プロジェクトは災害関係組織により、災害による被害を軽減するための情報の効果的な活用

が促進されることを目的としている。例えば、リアルタイムで地震、火山噴火、津波のモニタリ

ングが実施されることを計画しており、同モニタリングシステムにより、PHIVOLCS が発信する

地震や火山噴火の速報を発出する際の時間短縮に貢献している。 

また住宅の耐震性を確認するツールも開発しており、このツールを使えば住宅建設関連の技術

者は顧客に対して、より耐震性の高い構造を示すことができるようになる。プロジェクトではす

でにフィリピン建築家協会（Association of Structural Engineers of the Philippines: ASEP）との協力体

制を構築している。 

上記の理由から、本プロジェクトの研究成果の多くは社会実装される見込みが十分ある。 

4-5 持続性 

本プロジェクトの持続性は非常に高い。調査団は、プロジェクトの開始時よりフィリピンの科学技

術省3が PHIVOLCS を支援する体制に変化がないこと、また今後の運営方針として戦略マップを作成

し、そのマップにプロジェクトの活動も組み込まれていることを確認した。財政面では、PHIVOLCS
は今後も継続して適切な予算を科学技術省から取得できる見込みであり、技術面では、移転された技

術が持続的に活用される見込みである。 

（1） 政策 
2010 年 2 月に本プロジェクトが開始されて以来、PHIVOLCS を取り巻く政治情勢には変化がみ

られない。したがって、今後も科学技術省が継続して PHIVOLCS を支援することが見込まれる。 

（2） 組織 
2012 年に PHIVOLCS は、中長期の運営方針を示した戦略マップを作成した。このマップには

本プロジェクトの対象である火山と津波のリアルタイムモニタリングと警報システムなどが含ま

れており、これらの研究は PHIVOLCS 内で今後も長期的に継続される見込みであることを確認し

                                                        
3 DOST: Department of Science and Technologies 
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た。専門家への聞き取りから、2013 年度の JICA プロジェクトのみに利用できる予算を取得する

など、PHIVOLCS の高いコミットメントを確認した。 

上記の理由から、調査団は PHIVOLCS が上位目標の達成に向けて、活動を継続すると見込める

組織力があると判断した。 

（3） 財政 
PHIVOLCS は科学技術省から継続的に予算を獲得できているだけでなく、2010 年から 2013 年

までは予算配分の上昇傾向が見られる。 

（予算額単位 100 万ペソ） 

予算年 2008 2009 20104 2011 2012 2013 

予算額 208 211 110 206 220 237 
 

フィリピン開発計画（2011-2016 年）では、フィリピン政府の重大な懸念の一つとして、災害

被害軽減の重要性を述べている。PHIVOLCS 所長への聞き取りによれば、これまでの経験から、

科学技術省は PHIVOLCS への予算配分を優先する傾向にあると述べている。したがって、中間レ

ビューの時点では、PHIVOLCS の予算は今後も安定する見込みであるといえる。 

（4） 技術 
本プロジェクトで中間レビューまでに実施された活動の多くは、機材の購入と設置や制御シス

テムの確立に関係するものが多い。専門家は日々の業務を通じて、カウンターパートに設置され

た機材の運用計画の準備、運用、維持管理を指導している。カウンターパートの一人は火山の電

磁気観測の領域で、日本政府から奨学金を得て日本の大学で博士課程に所属しつつ、プロジェク

トへ継続して関与している。 

カウンターパートへの聞き取りによれば、設置された機材のマニュアルの多くは必要に応じて

閲覧できるようになっているとのことである。専門家は、カウンターパートが本プロジェクトの

完了時までにはすべての機材を維持管理する技術を習得すると見込んでいる。したがって、これ

らの機材は適切に維持されながら、継続して利用される見込みである。一方で、システムを制御

するソフトのマニュアルは現在準備中である。マニュアルだけでは移転されるすべての技術をカ

バーできないため、プロジェクトの枠組みの中で、完了後も技術を維持する方法を専門家とカウ

ンターパートは継続して検討すべきである。 

 

                                                        
4 2010 年はフィリピン大統領の選挙が実施され、PHIVOLCS は深刻な予算執行制限を経験した。 
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第5章 結論 

5-1 結論 

評価調査団は、5 項目評価すべてが 5 段階中最上位の「非常に高い」と次点の「高い」のいずれか

と判断し、本プロジェクトはプロジェクト目標に向かって概ね順調に進んでいること、すべての成果

は完了時までに達成される見込みがあることを確認した。一方で、成果 1 と 4 に関係する一部の活動

は、同成果に津波モニタリングや東日本大震災で被災したフィリピン人へのインタビューなど新たな

活動が追加されたため、予定より若干の遅れが生じている。本中間レビューでは、マスタープランや

PDM、PO がこれらの追加の活動とその進捗を反映するために改定された。 

5-2 提案 

（1） 定期報告（Bulletin）の構成 
本プロジェクトは災害情報の質を向上することを目的としており、PHIVOLCS が地震や火山の

活動を外部に発信するメディアの一つが定期報告である。定期報告に本プロジェクトの結果が反

映され、災害関係組織の効率的な災害リスク管理に貢献するよう定期報告の内容を改善していく

べきである。 

（2） ポータルサイトの構成 
本プロジェクトでは、ポータルサイトを通じて災害被害軽減のために正確かつ迅速な情報が配

信されることを目的の一つとしている。しかし、ポータルサイトを活用するための具体的なイメ

ージは関係者間でも曖昧なままであり、同サイトは災害関係組織だけでなく一般の人々も対象に

していることから、本プロジェクトでは今後少なくともこれらの災害関係組織とはどのようにポ

ータルサイトを活用していくのかを議論し、検討すべきである。 

（3） PDM（Ver.1）再改定の必要性 
本中間レビュー中に調査団は、専門家とカウンターパートとの協議を行い、現行の PDM（Ver.0）

を PDM（Ver.1）に改定すべく提案した。技術協力であるとともに研究の側面も併せ持つ本プロジ

ェクトの特殊性に配慮し、調査団はカウンターパートと専門家に対して以下の指標の変更は言及

しなかった。しかし、関係者間で協議のうえ、終了時評価の実施前に以下の指標をさらに明確に

することを提案する。 

① プロジェクト目標の指標 
・ 防災関係機関による地震火山防災情報発信のためのポータルサイトの活用状況 
・ 地震火山防災情報発信のためのポータルサイトへの総アクセス数 

 
② 成果 2 の指標 

・ 2-1 地震発生の可能性が地震発生ポテンシャル評価手法に則った適切なプロセスによっ

て評価される。 
・ 2-2 内陸及び海溝型地震活動履歴が明らかになる。 
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5-3 教訓 

（1） これまでの協力関係の有効活用 
本プロジェクトの一部の専門家や専門家が所属する組織は本プロジェクトが始まる前から、

PHIVOLCS との共同で研究を行っていた。また、過去の日本の無償資金協力事業で供与された機

材は本プロジェクトでも有効に活用されている。他の案件でも同様に、プロジェクト実施前から

協力関係がある程度構築されている場合には、これらの協力関係を有効に活用し、円滑で効果的

なプロジェクトの実施に役立てるべきである。 

（2） プロジェクトの柔軟性 
東日本大震災後にフィリピンと日本の両国で津波への関心が高まったことを受けて、本プロジ

ェクトは津波モニタリングなどの必要性を再認識し、津波防災に関する新たな活動を追加した。

本プロジェクトは震災時に日本で被災したフィリピン人にインタビューを行い、これらのインタ

ビューを漫画や DVD などで紹介することで、フィリピン社会が津波への関心をより一層高める

一助となっている。また、本プロジェクトは津波被害がしばしば発生する沿岸地域に潮位計を設

置する計画である。これらの活動が柔軟に追加されたため、本プロジェクトはフィリピンの総合

的な災害マネジメントの強化にさらに貢献した。プロジェクトに柔軟性を持たせることにより、

現地の人々の関心に沿いながら、開発政策との整合性も上げることもできるので、当初の計画だ

けに縛られず可能な範囲で活動の見直しを行うことは重要である。 

5-4 所感 

5-4-1 団長所感 

（1） PHIVOLCS は今年発足 60 年を迎える歴史ある機関である。気象観測を除けば我が国気象庁と

ほぼ同様の業務を担っており、地震・津波、火山観測、及びこれら災害に関する予警報の発信

を責務とする同国の防災の「一丁目一番地」を担う重要な機関である。和名は「研究所」であ

るが、現業部門の役割が大きく、防災行政を担う OCD の初動は PHIVOLCS の観測結果を踏ま

えた Bulletin によっており、その精度（正確性、迅速性）の更なる向上は避難勧告や災害への

より適切な備えを講じる上でも重要である。 
 
（2） 途上国においては、災害現象を観測する機関と防災を担う機関の連携に課題がある事例が散見

されるが、原因として観測体制・能力そのものに信頼が無いことや 防災機関の歴史が浅く脆

弱であるといった点が挙げられる。一方、PHIVOLCS において、とりわけ印象的なのは、スタ

ッフ一人ひとりの質の高さもさることながら、技術者でありかつスポークスマンとして、予警

報の発令を一手に担う所長の専門性、リーダーシップ、及び責任感が極めて高いことである。

また、今次中間レビュー結果でも触れられているように、PHIVOLCS への予算措置も基本的に

増加基調であることから、その役割が評価されているものと推察される。 
 
（3） 同国の防災行政の最高意思決定機関 NDRRMC（国家災害リスク軽減評議会）の事務局は OCD

が担っているが、OCD の PHIVOLCS に対する信頼は極めて高いことも確認した（※OCD 技プ

ロの JCC において OCD 長官と意見交換したもの）。今後の課題としては、第三次補正を通じた

地震計・潮位計等の供与や SATREPS の技術協力を通じた更なる予警報等の災害情報の適時性
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やリスクの正確性の向上を図る必要がある。 

5-4-2 団長所感 

（1） 津波防災に関する活動の有効性 
東日本大震災後、津波への関心が高まっており、本プロジェクトでも津波防災に関する活動が

追加されている。津波情報は、①広帯域地震計を利用した震源解析 ②震源情報をもとにした津

波シミュレーションとデータベースを利用した津波の推定 ③岬や島など震源に近い位置での潮

位観測による実測 を通して津波が本土に到達する前に情報を発信することを目的としている。

特に③で得られる実測値は比較的震源に近い位置で推定値を修正することと、津波が収まったこ

とを確認することができ、これは日本を含む周辺国においても津波被害軽減のために適用できる

可能性があると考えられるため、今後の成果発現に期待したい。 

また在日フィリピン人津波被災者へのインタビューの結果はビデオや漫画に編集中であり、そ

れらにより貴重な被災体験をフィリピンにおいて広めることができると考えられ、本プロジェク

トの成果をより広く認知してもらううえで有効なツールとなることが期待される。 

（2） SATREPS での PDM、Plan of Operation（PO）の活用方法について 
本中間レビュー中に PDM の一部の指標を具体的な内容を追加する改訂を行い、残るあいまい

な表現の指標については終了時評価までに改訂を行うよう提言を行った。また現状の PO は大ま

かなプロセスを把握することはできるが、詳細な活動内容をモニタリングするのに耐えうるもの

ではない。このように PDM や PO が通常の技プロに比べてあいまいになってしまっているのは、

SATREPS が技術協力の中でも特に研究活動に重点を置いているため、研究という特性上詳細な計

画、目標値、範囲などが見通せない場合が多いからである。本中間レビュー中には、技プロをモ

ニタリングしていく上での基本ツールであるPDMやPOについての改定が行われる必要性が議論

されたが、上記特性上 SATREPS においては必ずしも詳細な計画等が有効ではない場合もあるこ

とが示唆された。専門家、業務調整員、在外事務所、本部での事前の情報共有を密に行うことで、

研究活動の柔軟性を残しつつプロジェクトのモニタリングを充実したものにすることができると

考えられる。 
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